
地方創生に関する論文等について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

三大都市圏 

東京圏 

 
○「地方消滅」（増田 元総務大臣） 

 

・広域ブロック単位の地方中核都市に資源や政策を集中的に 

投入 

・地方中核都市を拠点として、各生活経済圏を有機的に結び 

付ける 

 

 

 
○「人口減少社会における地方創生と自治体の役割」 
                （加藤 明治大学教授） 

 

・すべての市町村が東京のライバルとなることは不可能 

・30～50 万人の都市に機能を集積し、周辺市町村は 

ネットワーク化 

 
○「地方創生を深化させる『当たり前』の３原則 10 カ条」

（荒田 ＰＨＰ総研研究推進部長） 

 

・地方創生を阻む壁は、自治体個別フルセット主義 

・地方創生の実効を上げるため、自治体間連携を強化すべき 

国の主な政策 

 
○連携中枢都市圏構想（総務省） 

 

 

・相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が 

近隣の市町村と連携 

・人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域 

人口を有し活力ある社会経済を維持するため 

の拠点を形成 

資料３ 

地方創生に関する論文 

 
○定住自立圏構想（総務省） 

・中心市と周辺市町村が相互に役割分担し、  

連携・協力 

・圏域全体として必要な生活機能を確保し、地方

圏における定住の受け皿を形成  

広域圏 

広域ブロック 

人口５万人程度以上 

指定都市・中核市または隣接する 
２つの市の人口合計が 20万人超 

地区・地域 

市町村 

県 

 

 
 
○小さな拠点（内閣府） 

 

・集落が散在する地域において、日常生活に不可

欠な機能を歩いて動ける範囲に集め、周辺地域

とネットワークでつなぐ「小さな拠点」を形成 

小学校・診療所・郵便局 
スーパー撤退後のコンビニなど 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方創生の実効を上げるために自治体間連携を強化する 

・地域固有の生業を創造するためには、自治体間連携を一層強化して、 

従来の自治体フルセット主義の垣根を取り払うことが必要 

 

・自立的な地方創生には、地方自治体として一定の 

規模・能力を備えた拠点都市の育成が必要 
 

・効果的な地方創生には、地域連携の強化が必要 

 

・地方創生を阻む壁は、地方版の総合戦略を各自治体が個別にフルセットで進め

たこと 
 

・今日の生活圏域、経済圏域を考えた場合、複数の自治体が政策目標を共有し、

力を合わせて取り組んだ方が効果的 
 

・地方創生の成否は、比較優位のある地域固有の産業形成ができるかにかかって

おり、比較優位を見出す地域単位として、スケールメリットを意識した一定の

地域のまとまりを形成していくことが欠かせない 

 

・東京一局集中への歯止めは、地方の力を強くすることがポイントで、東京の  

ライバルをつくらねばならない 
 

・すべての市町村が東京のライバルとなるのは不可能であり、拠点となる都市に

集中的に投資を行うことが必要 
 

・市町村単位での自立、一村一品運動、企業誘致、大学誘致など、人口が減少し

ていく限られた商圏の中で競合すれば疲弊するしかなく、人口を奪い合うゼロ

サムゲームに陥るだけ 

○地方創生を深化させる『当たり前』の３原則 10 カ条」（荒田 ＰＨＰ総研研究推進部長） ○「人口減少社会における地方創生と自治体の役割」（加藤 明治大学教授） 

 

・大きな地方都市に機能を集約し、周辺の市町村が補完的な役割を果たす 

 

・大きな地方都市とその周辺の市町村が一つのネットワークでつながり、コンパ

クト化していく 

 

・30～50 万人くらいの都市に、商業・工業・ 

サービス・教育施設などあらゆる機能を集積 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日本の人口減少には、人口の社会移動が大きく影響して 

おり、地方から若者が流出する「人の流れ」を変えること

が必要である。 

 

・そのためには、地方において人口流出を食い止める「ダム  

機能」を構築し直さなければならない。 

 

・地方の持続可能性は、「若者にとって魅力ある地域かどう

か」にかかっており、「若者に魅力のある地方中核都市」

を軸とした「新たな集積構造」の構築が目指すべき基本方

向となる。 

 

・一方、地方における当面の人口減少は避けられないこと 

から、厳しい条件下で限られた地域資源の再配置や地域間

の機能分担と連携を進めていくことが重要 

広域の地域ブロックごとに、人口減少を防ぎつつ、  

各地域が自らの多様な力を振り絞って独自の再生産 

構造を作るための「防衛・反転線」を構築できる人口・

国土構造を提案 

地方中核都市を拠点としつつ、それに接する各地域の生活

経済圏が有機的に結びつき、経済社会面で互いに支え合う

「有機的な集積体」の構築を目指したい。 

 

防衛・反転線の構築 

・それぞれ下部の地域が一つ上の地域を束ね、支える幹のような役割

を果たしている。 

・すでに、一番上の山間居住地や一部の集落には急激な人口減少が到来

している。 

・「極点社会」とは、この大きな三角形の相似形が、下にどんどん縮小

していき、最後に東京圏だけが残ってしまう社会のこと 

・そうした「極点社会」を回避するためには、どこかで防衛線を引く必

要がある。 

・ただし、財政や人口制約の点からも、「防衛・反転線」となる都市の

数には限りがある。 

・そう考えていくと、最後の「踏ん張り所」として、広域ブロック単位

の「地方中核都市」が重要な意味を持ってくる。 

・地方中核都市に資源や政策を集中的に投入し、地方がそれぞれ踏ん張

る拠点を設ける。 

・地方中核都市が単独もしくは突出して存在するような地域構造を目指

すわけではない。 

 
 

山間居住地 

集落（地区） 

町村中心部（町村） 

市中心部（郡・二次医療圏） 

県庁所在地（県） 

地方中核都市 
（広域ブロック） 

三大都市圏 

東京圏 

地方中核都市

に有機的に結

びつき、互い

に支え合う地

域構造 

 

○「地方消滅」（増田 元総務大臣） 



地方創生に関する国の主な施策 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

・中心市と周辺市町村が相互に役割分担し、連携・協力 

 

・圏域全体として必要な生活機能を確保する「定住自立圏

構想」を推進し、地方圏における定住の受け皿を形成 

 

○ 定住自立圏構想（総務省） ○ 連携中枢都市圏構想（総務省） 

 

・相当の規模と中核性を備える圏域において市町村が連携 

 

・人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を 

有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成 

 

 

【連携中枢都市圏に求められる役割】 

○圏域全体の経済成長のけん引 

 産学金官の共同研究・新製品開発支援、六次産業化支援 等 
 

○高次の都市機能の集積・強化 

 高度医療の提供体制の充実、高等教育・研究開発の 

環境整備 等 
 

○圏域全体の生活関連機能サービスの向上 

 地域医療確保のための病院群輪番制の充実、地域公共交通 

ネットワークの形成 等 
 
【中心都市】 

○指定都市又は中核市 

※ただし、隣接する２つの市の人口合計が２０万人超となる 

場合も含む 

富山県などからの要望を受けて

特例として認められたもの 

 
○ 小さな拠点（内閣府） 

 

・小学校区など、複数の集落が散在する地域（集落生活圏） 

において、商店、診療所などの日常生活に不可欠な  

施設・機能や地域活動を行う場所を集約・確保 
 

・周辺集落と交通ネットワークを結ぶことで、安心して 

暮らし続けられる生活圏を形成 

【小さな拠点に求められる役割】 

○生活サービスのワンストップ拠点  
 
○住民の見守り・目配りの拠点  

 
○多世代の出会いと交流の拠点 
  
○新たな活動やしごと、生きがいが広がる拠点 
 
○地域外の新たな人材の受け入れ拠点 
 
○いざという時に集落地域を守る防災拠点 

【圏域に求められる役割】 

○生活機能の強化 

 休日夜間診療所の運営、病児・病後児保育の実施、生活相談

の実施、地場産業の育成 等 
 
○結びつきやネットワークの強化 

 デマンドバスの運行、滞在型・体験型観光の推進、生活道路

の整備 等 
 

○圏域マネジメント能力の強化 

合同研修の実施や職員の人事交流、外部専門家の招へい 等 
 
【中心市】 

○人口５万人程度以上 

○昼夜人口比率原則１以上 

○原則３大都市圏外 


